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○「業績概要（連結・個別）」を記載しております。

○連結ベースの「売上高」は，「販売電力量（小売）」の減少はあったものの
，エリア外への卸売の増加や卸電力取引所の積極的な活用などによる
他社販売電力料の増加などから，前年同期に比べ５３８億円増の１兆３５１
億円となりました。

○連結ベースの「経常利益」は，企業グループ一体となって，継続的な効
率化の取り組みによる経費全般の削減などに努めたものの，燃料価格の
上昇などによる燃料費の増加や，省令改正に伴う原子力発電施設解体費
の増などにより，経常費用が増加したことから，前年同期に比べ１５４億円
減の３７５億円となりました。

○また，福島第一の事故に起因する受取損害賠償金を「特別利益」に，
女川１号廃止決定に伴う関連損失を「特別損失」に計上したことなどから，
「親会社株主に帰属する四半期純利益」は，前年同期に比べ４２億円減の
３０３億円となりました。
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○「燃料費調整額のタイムラグ影響」のイメージ図を記載しております。

○前年同期に比べ１５０億円の収支悪化要因となっています。
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○「電力供給力実績」を記載しております。

○「自社発電」について前年同期比では，「水力」は渇水により減少，
「火力」は焚き増しにより増加しております。

○「融通・他社受電」は，上段が「受電」，下段が「送電」を示しています。
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○「電力販売実績」を記載しております。

○「小売（電灯・電力）」は，夏場の気温が高かったことによる冷房需要の
増加があるものの，契約電力の減少や春先の気温が高かったことによる
暖房需要の減少などから，前年同期比▲１０億ｋＷｈの３２９億ｋＷｈになり
ました。

○一方，「卸売」はエリア外への卸売の増加や卸電力取引所の積極的な
活用などにより，前年同期比＋１３億ｋＷｈの７９億ｋＷｈになりました。

○競争環境は厳しさを増していますが，お客さまのご意見・ご要望をお聞
きしながら，魅力ある料金プランやサービスの開発・充実に取り組み，エリ
ア内外のお客さまに，当社をお選びいただけるよう努めているところです。
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○「主要諸元・収支変動影響額（個別）」を記載しております。

○「原油ＣＩＦ価格」の上昇と「出水率」の低下が，収益悪化要因になって
います。



9

○「貸借対照表（連結）」を記載しております。

○「総資産」は前年度末に未払計上した請負・物品代の支払いに伴う「現金
及び預金」の減少などにより，２０１７年度末から▲４４９億円減の４兆１,７７２
億円となりました。

○「負債」については，「長期借入金」や「支払手形及び買掛金」の減少など
により▲７５５億円減の３兆３,４７８億円となりました。

○「純資産」については，「利益剰余金」の増加などにより３０６億円増の
８,２９３億円となりました。
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○「損益計算書（連結）」を記載しております。
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○「キャッシュ・フロー計算書（連結）」を記載しております。

○「営業活動によるキャッシュ・フロー」が１,０４４億円，「投資活動による
キャッシュ・フロー」が▲１,１２１億円，「財務活動によるキャッシュ・フロー」
が▲７７８億円となった結果，「現金及び現金同等物」の期中増減が
▲８５４億円，四半期末残高が１,５６７億円となりました。
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○「セグメント情報（連結）」を記載しております。

○いずれのセグメントでも，利益を確保しております。
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○「貸借対照表（個別）」を記載しております。
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○「収支比較表（個別）」を記載しております。
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○「２０１８年度 業績見通し・配当予想」を記載しております。

○足元の需給状況等を踏まえ，２０１８年４月に公表した売上高および各
利益の見通しを修正いたしました。

○連結ベースの「売上高」は，卸売の拡大や燃料費調整額の増加に加え，
地域間連系線利用に係る制度変更などにより，２兆２,４００億円程度となる
見通しです。

○連結ベースの「経常利益」は，競争が激化する中で，エリア外への卸売
拡大ならびに経費全般の効率化による競争力確保に努めているものの，
燃料価格の上昇に伴う燃料費調整制度のタイムラグ影響に加え，渇水に
よる水力発電所稼働減などにより，６２０億円程度となる見通しです。

○「親会社株主に帰属する当期純利益」については，福島第一の事故に起因
する受取損害賠償金を「特別利益」に，女川１号廃止決定に伴う関連損失を
「特別損失」に計上したことなどから，４３０億円程度となる見通しです。
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○「個別経常利益の前回発表予想比増減要因」と，「２０１８年度配当予想
（１株当たりの配当金）」を記載しております。

○業績見通しは修正しましたが，２０１８年度の配当予想は，２０１８年４月
に公表した年間４０円から変更しておりません。

○引き続き，最適な電源構成の構築などによりコスト競争力の強化を図り
ながら，小売・卸売両面からの販売拡大に加えて，中長期的に効果が
持続する構造的なコスト低減の更なる深掘りと，安全を最優先に原子力
発電所の再稼働に向けてしっかりと取り組むことで，経営基盤の安定に
努めてまいります。

以 上
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